予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林研究費　　　
	事業名　研究開発機器等設備整備充実費（単建）（林政）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

森林研究所　　電話番号：0575-33-2585

　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c25108@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　   864千円（前年度予算額：1,262 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,262
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,262

	要求額
	864
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	864

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県内産業に「役立つ研究開発と質の高い技術支援」を提供するため、先端的研究を行うために必要となる研究関連機器や施設の充実、老朽化や修繕不可能となった場合の更新を行う。
（２）事業内容

①要求備品

　ア　大型インクジェットプリンタ（更新）　　　　　　  　1台

　イ　キノコ育成用過湿装置（更新）      　              1台

②要求理由

ア　大型インクジェットプリンタ（更新）

現有機(PX9500)は、Ｈ18年度に整備された。当プリンタは、研究で開発した各種ハザードマップや作業指針地図を現場で活用するためB0サイズへの印刷や、研究成果の普及・技術移転に向けた成果説明用ポスター作製に欠かすことのできない機器となっている。

導入してから10年となり、紙送り等に不具合が生じている。また10年を経過したことで保守用品が無くなっており、今後、修理での対応が困難なため更新する。

イ　キノコ育成用加湿装置（更新）
キノコの発生には、90％以上の高湿度条件が必要であり、県内において、キノコの空調施設栽培を行なっている生産者においても加湿器を用いた高湿度条件で、キノコを発生させている。県内で活用されるキノコの栽培技術等の開発に関して、加湿器を用いた高湿度条件での試験が必要不可欠である。導入後13年を経過しており、過湿能力が低下し、製造メーカーのサポートも終了していることから、更新する。

（３）県負担・補助率の考え方

県内産業に役立つ研究開発と質の高い技術支援を提供するため、先端的研究を行うための研究機器購入であり、県負担は妥当である。

（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	864
	備品費（大型インクジェットプリンタ　540千円、キノコ育成用加湿装置　324千円）

	合計
	　 864
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　先端的研究を行うために必要となる研究関連機器や施設の充実、老朽化や修繕不可能となった場合の更新を行い、研究の効率化や機器の老朽化に伴う研究業務の停滞防止を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研究関連機器の整備
	－
	 3件

（H25）
	 2件

（H26）
	2件

（H27）
	　件

（H　）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	研究所における研究業務の効率化・合理化を図るための機器整備等を行う事業であるため、目標設定は困難。



（平成27年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成27年度は、卓上型物性測定器を購入した。
過去の購入実績

平成23年度　デジタルマイクロスコープ、きのこ培養育成器、炭素窒

素定量装置、送風定温乾燥機、マルチ検出器、超純水製

造装置、電子天秤、ポータブル電気炉、トラック
平成24年度　凍結乾燥機、簡易貫入試験機
平成25年度　超低照度拡大撮影装置、野外データ収集用パソコン、電
気伝導率計
平成26年度　張力計


（平成27年度の成果）
	・平成27年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　卓上型物性測定器を整備することにより、シイタケなどキノコの歯ごたえに関係する組織の堅さ（物性）の測定が可能となり、キノコの鮮度保持力の強化に貢献するデータを得ることができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	研究の効率化や機器の老朽化に伴う研究業務の停滞防止を図り、企業等が求める研究を推進するために、研究機器や施設の整備は必須の事業である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	研究機器や施設を整備することで、企業や県民が求める研究が効率的に推進できており、事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	先端的研究を行うために必要となる研究関連機器や施設の充実に関しては、整備の緊急性や必要性等を総合的に判断し、優先順位を付けたうえで効率的に整備している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　現在使用している研究機器は、購入してからの年数が長く老朽化しているものが多いため、更新が必要なものが年々増加する。また、高額な研究機器が老朽化や修繕不可能となった場合にも予算が不足することが課題である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
着実に研究成果を上げ、研究業務に支障を来さないようにするためには、継続的な研究機器の整備が必要である。




別紙２－１








